
事業等のリスクとその対応

■  三菱重工グループの経営者が財政状態、経営成績お

よびキャッシュ・フローの状況（経営成績等）に重要

な影響を与える可能性があると認識している主要な

リスクには、以下のようなものがあります（記載事項

のうち将来に関する事項は、2020年度末において判

断したものです）。

■  当社グループでは、事業遂行上のリスクを抽出・討

議する経営管理プロセスを策定し、これに基づきリ

スクの一覧化に取り組んでいます。リスク抽出にあ

たっては、社外の知見も取り入れ、リスクの網羅的

なリストを作成し、これに基づき概ね10年以内に顕

在化する可能性が懸念される具体的なリスクの洗い

出しを実施しています。その上で、講じている対応

策の効果も踏まえて当該リスクが顕在化した場合の

影響度と蓋然性の検討を行い、当社グループの事業

に重要な影響を与える可能性があり、かつ定量化可

能なリスクを特定して整理しています。定量化の難

しい定性的なリスクについても、リスクの網羅的な

リストに基づき特定しています。

■  なお、以下表中の対策は、主要なリスクに対して、当

社グループがあらかじめ講じている具体的な対策を

例示しており、当該対策を講じることを踏まえて、

主要リスクが経営成績等の状況に与え得る影響を

挙げています。当社グループでは、対策に例示して

いるものに限らず、主要リスク以外も含め、各種リス

クの類型や性質に応じて、リスクを回避・低減する

ための取り組みを進めるとともにリスクが顕在化し

た場合の影響の最小化に努めています。

主要リスク 主要リスクが経営成績等の
状況に与え得る影響 対策

新型コロナウイルス
感染症の感染拡大

（当社グループの売上の約３分の２を占めるイン
フラ関連企業および官公庁向けの受注品事業）
●案件の進捗遅延による売上計上時期の遅れ
●渡航制限やサプライチェーンの停滞
●契約交渉や受注プロセスの遅延等

（民間航空機関連事業）
●航空会社の設備投資削減等による、生産や
サービス事業への影響

●収益力強化に向けた取り組みの推進
■市場拡大が見込まれる分野への投資、
販売網の強化、サービス事業へのシフト

■人員対策を含めた固定費の圧縮、従業
員の一時帰休

■工場稼働率の見直しや生産調整、外部
流出費用の削減、投資計画の見直し、余
剰リソースの有効活用、各国の助成制度
の活用等

●在宅勤務環境の整備、ツールの拡充、制
度の見直し等の実施

事業環境の変化

●米国と中国の輸出管理等の対立激化によ
る、商談やサプライヤー選定等における制
約の発生

●日本における人材不足の深刻化や製造現場
の空洞化などの発生による競争力低下

●環境意識の高まりによる製品・サービスの
需要減少や、事業規模の縮小、投下資本の
回収困難

●化石燃料由来の電力需要の激減や競合他
社との競争激化等に伴う受注減少および
サービス事業の停滞

●想定以上の各種環境規制の厳格化への対
応に課題が生じたことによる、市場競争力
の低下や受注機会の逸失

●M&Aやアライアンスが目論見どおり進捗しな
い場合の減損損失等の計上

●研究開発や設備投資を通じた、性能・信
頼性・価格・環境対応等に関する製品競
争力の維持・強化を前提に、社外の知見も
取り入れた新たな機能やソリューション提
案への注力

●2020年４月に設立した成長推進室による、
新しい領域の事業開拓や既存事業の組み
合わせを通じた製品・サービスの開発推進

●M&A・アライアンスにおける、入口での審議
やモニタリング等を通じた、円滑なPMI※1に
向けた取り組みの実践
※1 Post Merger Integration

リスクマネジメント
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主要リスク 主要リスクが経営成績等の
状況に与え得る影響 対策

各種の災害

●生産拠点が集中する日本・タイのほか、世界
各地の拠点の被災による生産設備の滅失・
毀損、サプライチェーンの停滞・混乱、生産
に必要な材料・部品等の不足やサービスの
提供停止、生産拠点の操業低下・稼働停止、
代替生産設備・取引先の喪失、損害保険等
の補填不足発生

●保険の付保、各国の情勢や安全に関する
情報収集やこれを踏まえた各種対応、関
連省庁との連携

●災害対策支援ツールの活用、連絡体制・
事業継続計画（BCP）の策定・整備、工場
の点検や設備の耐震化、各種訓練の定期
的な実施

製品・サービス関連の
問題

●製品の性能・納期の問題、安全上の問題、
仕様変更や工程遅延等に起因するコスト悪
化、材料・部品等の調達や工事に伴う予期
しない問題、特定の材料・部品のサプライ
ヤーと取引不能となった場合の生産活動や
顧客への製品・サービス提供への影響等に
よる、追加費用の発生、顧客への損害賠償、
社会的評価および信用の失墜

●各種規則の制定・運用、事業リスクマネジ
メント体制の整備・強化

●個別案件の事前審議や受注後のモニタリ
ングの実施

●プロジェクト遂行責任者や事業部長クラス
への教育の実施、製品安全に関する講座
の継続的な開催

●過去に生じた大口赤字案件に関する原因・
対策の総括と社内教育への反映等の再発
防止策の実施

知的財産関連の紛争

●知的財産侵害にかかる訴訟等の敗訴による
損害賠償責任の負担、特定の技術が利用で
きなくなる可能性

●第三者からの技術導入を受けられず、事業
遂行に支障をきたすおそれ

●製品の基本計画・設計・製造の各段階で
他者が保有する知的財産を十分に調査す
ることによる知的財産関連の紛争の未然
防止策の実行

●教育・人材育成を通じた知的財産部門の
専門性向上等

サイバーセキュリティ
上の問題

●日々高度化・悪質化しているサイバー攻撃等
による情報漏洩の発生に伴う競争力の大幅
な低下、社会的評価および信用の失墜等

●端末やサーバ等への障害発生による事業遂
行への影響

●当局の調査、顧客等から損害賠償請求等を
受ける可能性

●  CTO※2直轄のサイバーセキュリティ推進体
制の構築

●サイバーセキュリティ統制（基準整備・対策
実装・自己点検・内部監査）やインシデン
ト対応等の対策の実施
※2 CTO: Chief Technology Officer

法令等の違反

●当局からの過料、更正、決定、課徴金納付、
営業停止、輸出禁止等の行政処分等の措置、
損害賠償請求

●事業遂行困難、社会的評価および信用の失
墜等のおそれ

●当社グループのすべての役員・従業員を対
象とした「三菱重工グループ グローバル行
動基準」や各種規則の制定・運用

●コンプライアンス委員会の定期的な開催、
内部通報体制の整備

●法令遵守の徹底に関する経営層からのメッ
セージの発信、各種社内教育の充実と継
続的な実施、内部監査等の実施

▶詳細はP86の「事業リスクマネジメント」をご覧くだ
さい。

▶コンプライアンス強化に関する詳細はP88の「コンプ
ライアンス」をご覧ください。

▶情報管理に関する詳細はP89の「サイバーセキュリ
ティの取り組み」をご覧ください。
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